チャランケ通信　第４6号　2014年１月６日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
                                       前内閣官房参与　峰崎直樹
新しい年を迎えて、新シリーズを企画、大いなるレスポンスを

この「チャランケ通信」も、実質的には今日から2014年が始動する。新しい年の始まりに際して、新企画として、民主党政権がなぜかくも簡単に崩壊し、未だにその傷が癒えていないのは何故なのか、過去の出来事について率直に振り返ることによって、これからの民主党の行く末がいかにあるべきなのか、考えてみたい。
もちろん、その時々の課題についてどのように考えているのか、これからも引き続き自分なりの考えを明確にしていきたい。また、過去の出来事については、毎回触れることにはならないかもしれないが、可能な限り忘れないうちに書いておくようにしたい。出来る限り正確な記録や記憶を頼りにしていきたいのだが、私自身の記憶や記録の間違いもあろうかと思われる。もし、読者の皆さんからのそうした間違いの指摘があれば、どしどしレスポンスをしていただければ幸いである。
消費増税について、自分の経験談を最初のシリーズに
何故そんなことを考えるようになったのか、実は12月末からの冬休み期間に、今回の消費増税に関するマスコミ関係者の書かれた本を読んでみた。一人は、日本経済新聞の清水真人編集委員が書かれた『消費税　政と官の十年戦争』(2013年8月新潮社刊)であり、もう一人は朝日新聞の伊藤裕香子記者の書かれた『消費税日記　検証増税786日の攻防』(2013年プレジデント社刊)である。清水編集委員に関しては、何か所かに小生の事が取り上げられているのだが、一切事前にインタビューを受けたことはなかったし、逆に伊藤記者に関しては、財務副大臣時代に記者会見や単独のインタビューを数多く受けた方であった。両方の本を読むにつけ、やはり消費増税の始まりから結末までの流れの一部ではあるものの、副大臣として、さらには内閣官房参与として担当した当事者の立場から発言をしておくべきだと痛感させられたからに他ならない。本来であれば、一冊の本としてまとめておくべきだと思った時期もあるのだが、内閣官房参与を止めて1年間、ようやくそのあたりについて記録として残すべきだと思い始めたからに他ならない。
小泉元総理の原発即時廃止発言、焦り始めたのか安倍政権
さて、今現在、国内にある50基を超す原発が全く稼働していない。福島第一原子力発電所の大参事によって、その存続を巡って大問題となった原発問題も、昨年の小泉純一郎元総理の「原発即時廃止」発言により、ますます大きな問題としてわれわれに迫ってくることは間違いない。特に、核のゴミの最終処分地選定問題が急展開を示し始めようとしている。どうやら小泉元首相が「再稼働すれば核のゴミはまた増える。原発は即ゼロにした方がいい」と発言し続けており、安倍政権に対して、この問題が大きな打撃になる可能性が増大しつつある。それ故、政府は今春をめどに最終処分に関する基本方針を改定し、自治体が応募する従来の方式から国が候補地を示す方式への転換を進めようとしており、時間を置かずに適地を提示していく方針のようだ。
簡単には決められない放射性廃棄物処分地、原発電力消費量に応じた都道府県別受け入れ案と言う奇策もあるようだが・・・
これに対して、処分地選定の在り方を検討している総合エネルギー調査会の放射性廃棄物作業部会(増田寛也委員長)は、政府の急発進に反発を強めている。昨年12月の会合では「『地域主体で』と議論していたのに、なぜ急に、国が調査を申し入れることになったのか」「国民が求めているのは合意形成の共有だ」と言う批判する声が相次いだようで、果たして政府の思惑通り選定に漕ぎ着けるかどうか、まことに不透明になりつつある。世界を見渡してみても、核のゴミの廃棄処分地が決定できているのはフィンランドとスウェーデンの2か国だけで、米英独はいまだに選定できていない。それだけに、核燃サイクルに頼ろうとする日本の原子力政策の根本的見直しが求められているわけで、ここはしっかりとした見直しが不可欠であろう。
もっとも、今後原発を稼働させなくても、すでに稼働して作り出した核のゴミの処分は残るわけで、その処分の在り方について当面「すべての都道府県が、原発で作られた電力を消費した量に応じて各廃棄物を受け入れる」と言う田坂広志多摩大学教授のアイディアを朝日新聞の有田哲文編集委員が5日付の「ザ・コラム」欄で紹介している。恐らくは、大論議が巻き起こるに違いない。でも、それだけの大問題を今まで放置してきていたのだ、と言うことを知るべき時なのかもしれない。
シリーズ消費税論議の顚末
平成21年度税制改正法附則104条について

　冒頭に述べたように、今回から消費増税に至る経過について、自分の関与したことについてできるだけ正確に述べていくことにしたい。

　最初に取り上げたいのは、平成21年度税制改革法附則104条についてのやり取りである。清水真人氏は先ほどの著書の中で、1月6日藤井財務大臣の後任に鳩山総理は菅副総理の横滑り人事を決定し、その菅財務大臣が消費税論議について1月21日の衆議院予算委員会では歳出削減の徹底化を説いていたことを紹介し、その同じ21日の財務副大臣峰崎直樹の「附則104条」を民主党政権が見直すかどうかを巡って質問が相次いだ記者会見のやり取りを紹介し、次のように記述している。

　　「『来年までにきちんと見直しをすればよい。あえて今年、第104条をバサッと切る、廃止する、というだけではなくて、我々なりの中期的な展望を示さなければいけない』

　　峰崎はすぐには附則の改廃には動かないと述べた。手を着けるなら、民主党独自の税制・社会保障改革ビジョンを示すべきだが、その作業はこれからだったからだ。第104条の定めが目前の『10年度までの法整備』なら、放置できなかった。しかし、『11年度まで』と時間的余裕があったので、そのまま残したのである。ここは税制改革推進への隠れた岐路だったかもしれない。」(前掲書139ページより)
　この附則104条こそは、民主党政権が上げないと言っていた消費税を、引き上げに向けて転換していく際の一つの根拠にしたものであったことは間違いない。とりわけ、鳩山、菅と民主党の創業者ともいうべき2代続いた総理の後を受け継いだ野田総理が、民主党内の消費増税に反対する議員に対して引き上げざるを得ない根拠として強調されたものであったことも明記しておくべきだろう。

　藤井財務大臣の附則104条への対応、廃止方針は出なかった
　ただ、自分が記者会見で述べる2~3カ月前、藤井財務大臣に「附則104条をどのようにするのか」直接お伺いしたことがある。二人だけの会話だったと記憶しているのだが、それが何時だったのか、何月何日と言うことまでは記録しておらなかったのだが、ただ予算編成や税制改正問題が本格的に始まる前に、藤井大臣にこの附則104条の取り扱いを直接聞いておきたかったからである。財務大臣室での藤井大臣は、「とりあえず、そのままにしておきましょうや」と言う趣旨のお答えであったように記憶している。「とりあえず」と言う言葉が、まだ11年度と言えば1年間の余裕があるから、その間に検討できるので慌てなくても良い、という理解なのか、それとも別の考え方を持っておられたのかは定かではない。この点は、藤井元大臣にもう一度お聞きしてみたい点である。
自分としては、もともとマニフェストどおりの財源捻出はできないと見ており、消費税の引き上げは早晩不可避だと思っていただけに、この附則104条を廃案にしない方が良いと考えていた。それ故、藤井大臣の意向を、そのまま受け止めておいた方が良いと考えたのが実際のところであった。ちょうど記者会見で答弁したころまでには、仙谷大臣が都内の講演で「消費税問題に踏み込まないと2011年度予算は組めない可能性がある」と言う趣旨の発言もされていたわけで、やがては消費増税の論議を開始できる可能性を感じ始めていた。
他方で鳩山総理は、「4年間は消費税を引き上げない」と明確に言い切っておられたわけで、それならば附則104条は直ちに廃止しなければならないと思っていただけに、藤井大臣の見解を聞いたときには、「あれ、これで本当に大丈夫なのかな」とちょっと驚いたことも記憶に残っている。
藤井財務大臣から菅財務大臣に交代して以降、菅大臣の在任期間はわずか半年間でしかなかったのだが、附則104条についてどうするべきか、議論をしたことはなかったと記憶している。むしろ、2月にカナダのイカルイトから帰られて以降は消費増税に大転換されていただけに、附則104条を維持していくことに事実上切り替えられたとみていい。また、当時意思決定する場であった政務三役会議でも議論はなかったわけで、当然野田財務副大臣(当時)とも意見交換をしたことはなかった。その後、財務大臣になられて以降は、この附則104条については明確にその存在について意識され、財源問題で予算編成に苦しんでいただけに、自民・公明政権時代の法律であったとしても、それを使って消費増税の方向へ転換させるべく、有効に使われたものだと理解している。
ただし、自分が財務副大臣でいたのは平成22年9月末まででしかなく、その後は内閣官房参与に就任するわけで、正確には平成22年9月までの記憶と記録と言うことになる。（つづく）
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